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総務委員会会議録 

日時 平成２４年３月８日（木） 開会時間  午前１０時０５分 

閉会時間 午後 ４時０１分 

場所 第３委員会室 

委員出席者 委員長 河西 敏郎 

副委員長 齋藤 公夫 

委員 中村 正則 髙野  剛  渡辺 英機  浅川 力三 

 森屋  宏 大柴 邦彦 樋口 雄一  久保田 松幸 

委員欠席者 なし 

説明のため出席した者 

 

総務部長 田中 聖也   会計管理者 笹本 英一 

人事委員会委員長 小澤 義彦   代表監査委員 輿水 修策 

選挙管理委員会委員長 戸栗 敏 

総務部防災危機管理監 安藤 輝雄   総務部理事 小幡 尚弘    

総務部次長 田中 宏    総務部次長（人事課長事務取扱） 原間 敏彦    

職員厚生課長 田中 久善  財政課長 尾﨑 祐子 

税務課長 上小澤 始   管財課長 佐藤 佳臣   私学文書課長 大堀 道也  

市町村課長 伊藤 好彦  消防防災課長 宮原 健一 

出納局次長（会計課長事務取扱） 吉田 泉   管理課長 古屋 金正 

工事検査課長 風間 達夫 

人事委員会事務局長 藤原 一治   人事委員会事務局次長 丹澤 保幸 

監査委員事務局長 広瀬 猛     監査委員事務局次長 飯島 幸夫 

議会事務局次長 久保田 克己    議会事務局総務課長 鈴木 茂久 

議題 （付託案件） 

第 ２号   地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係

法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例

制定の件 

第 ５号   山梨県情報公開条例及び山梨県行政手続等における情報通信の技術の

利用に関する条例中改正の件 

第 ７号   山梨県職員定数条例中改正の件 

第 ８号   山梨県職員給与条例及び山梨県警察職員給与条例中改正の件 

第 ９号   山梨県職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例中改正の件 

第１０号   山梨県手数料条例中改正の件 

第１３号   山梨県県税条例中改正の件 

第４３号   全国自治宝くじ事務協議会規約中変更の件 

 

 

請願第 23-3 号  国に原子力政策の転換を求めることについての請願事項の１ 

請願第 23-13 号  原発から撤退し、自然エネルギーへの転換を求める意見書の提出 

        を求めることについての請願事項の１及び２ 
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請願第 23-14 号 「浜岡原発」の永久停止・廃炉を求める意見書採択を求めることに 

        ついて 

請願第 23-15 号  浜岡原子力発電所を永久停止（廃炉）にすることを求めることに 

        ついて 

請願第 23-16 号 山梨県議会議員の海外研修制度の廃止を求めることについて 

 

     （調査依頼案件） 

    第２７号   平成２４年度山梨県一般会計予算第１条第１項歳入歳出予算の総額、

同条第２項歳入各款及び歳出中総務委員会関係のもの、第３条債務負担

行為中総務委員会関係のもの、第４条地方債、第５条一時借入金並びに

第６条歳出予算の流用 

第３３号   平成２４年度山梨県市町村振興資金特別会計予算 

第３４号   平成２４年度山梨県県税証紙特別会計予算 

第３５号   平成２４年度山梨県集中管理特別会計予算 

第３９号   平成２４年度山梨県公債管理特別会計予算 

 

     

審査の結果   付託案件については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定し、調査

依頼案件については、原案に賛成すべきものと決定した。 

 また、請願第 23-3 号、請願第 23-13 号、請願第 23-14 号、請願第 23-15 号及

び請願第 23-16 号については継続審査すべきものと決定した。 

 

          

審査の概要   午前１０時０５分から午後４時０１分まで（その間午前１１時３９分から午

後１時３２分及び午後３時０３分から午後３時２７分まで休憩をはさんだ）総

務部・出納局・人事委員会事務局・監査委員会事務局・議会事務局関係の審査

を行った。 

 

主な質疑等 総務部・出納局・人事委員会事務局・監査委員会事務局・議会事務局関係 

 

 ※第２７号  平成２４年度山梨県一般会計予算第１条第１項歳入歳出予算の総額、同条第 

２項歳入各款及び歳出中総務委員会関係のもの、第３条債務負担行為中総務委 

員会関係のもの、第４条地方債、第５条一時借入金並びに第６条歳出予算の流 

用 

         

質疑       

 

                 (退職手当について） 

渡辺委員  幾つか伺いたいと思います。ページからいきますと８ページ、退職手当と

いうことがありますが、ここを簡単に教えてもらえたいんですけれども、１

３７名分というお話がありました。これはこのほかにも個人で積立金とかし

ているんですか。全額をここで払っているのかな、その辺の配分というか、

振り分けというか、ちょっと教えてもらいたい。 

 

原間総務部次長  委員御質問にございました個人的な積み立てというのは特段ございませ

んので、これがいわゆる公費として支出している分でございます。 

 

渡辺委員  普通、会社とかいろんなところの退職金というのは積立金とかしていくん
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だけれども、公務員の場合はしてないということでいいですか。 

 

原間総務部次長  個々人の資産運用の中でということはあるかもしれませんが、公というこ

とでは今やっておりません。 

 

        （自動車税コンビニ収納委託事業費について） 

渡辺委員  わかりました。ありがとうございます。 

  続いて、２０ページの上の段、自動車税コンビニ収納委託事業費等という

７,９６０万円ということですけれども、これは相当な金額のような気もす

るんですが、徴収にかかるいろんな経費があろうかと思いますが、ここへ払

う金というのはその経費の中で何％ぐらいを占めているのかな、この払うお

金というのは。何かそういう資料があったら教えてもらいたい。 

 

上小澤税務課長  通常、徴収に対して５％程度かかっております。 

 

渡辺委員  わかんないからちょっと聞いているんだけれども、コンビニのこういう事

業を始めたのはいつごろからだったのですか。 

 

上小澤税務課長  コンビニ収納については平成１７年度から行っています。 

 

渡辺委員  それまでは、県税の事務所かで全部徴収していたということですか。 

 

上小澤税務課長  銀行の窓口が中心でございます。 

 

渡辺委員  わかりました。ここで徴収することによって経費は少しぐらい減ってるの

かな、その辺がちょっと気になってきたんですけど、どうですか。 

 

上小澤税務課長  自動車税のコンビニ収納にかかる経費というのは１件当たり５７円とい

うことになっておりまして、銀行よりも割高になってございますが、利用者

に対しては利便性が向上すると考えております。 

 

渡辺委員  わかりました。そういうのは安いのかなという思いで聞いたんですけど、

ちょっと割高になっているということですが、今後の方向性としては自動車

コンビニの収納というのはふえるような傾向にありますか。 

 

上小澤税務課長  例年コンビニ収納の率は伸びておりまして、今後もまた伸びていくと考え

ております。 

 

        （高等学校等就学支援金交付事業について） 

渡辺委員  わかりました。多分、納めやすいということがあるんでしょうね。 

  次に３３ページです。私学文書課ですね、高等学校の就学支援金交付事業

ということで１０億何がし載っていますけれども、先ほど授業料に当たる部

分をここで補償、出してるというお話でしたが、これを出すことによって公

立高校との格差がかなり是正されているのかな、その辺がちょっと心配なん

で伺いたいと思いますけれども。 

 

大堀私学文書課長  もちろん御案内のとおりですね、公立高校の方は授業料不徴収という格好

に対して、私立高校のそれに相当する授業料を無料にするという格好になっ
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てございまして、その辺においては対等になっていると思います。 

 

        （私立学校耐震診断実施事業費について） 

渡辺委員  私学であろうが公立であろうが、山梨の未来を担う子ども、それこそかわ

りはないですからできるだけのことはしていただきたいと思います。 

         その下にあるマル新の私立学校耐震診断実施事業費とありますけれども、

これはマル新ということで初めてここで私学の耐震診断をやるということ

ですか。 

 

大堀私学文書課長  委員御指摘のとおりでございまして、今までは基本的にこういった仕組み

に対しまして、国の文科省等のスキームの中で行政の方はしておるところで

ございますけれども、今般、３ .１１というようなことがございまして県と

しても実施をするという中で、まず耐震診断について実施するということで

ございます。 

 

渡辺委員  この耐震ということに対して物すごい神経を使ってきた経緯もあるわけ

ですけれども、私学の耐震化率というか、そんなことは承知していますか。 

 

大堀私学文書課長  現在ですね、耐震化率ということにつきましては、これは例の神戸大震災

以前で耐震化ができたように思いますけれども、７３ .２％は耐震化できて

いるという状況でございます。 

 

渡辺委員  それは公立とくらべてどうなんですか。 

 

大堀私学文書課長 公立の方は耐震化は進んでおりまして９２ .９％という状況でございます。 

 

        

渡辺委員  １００％が一番望ましいわけですけれども、それに近づくための努力です

ね、これをぜひ応援してあげて、応援という言い方がいいのかどうかわかり

ませんが、頑張ってもらいたいと思います。 

 

渡辺委員    （防災安全センター費について） 

  次にですね、４１ページ、これで最後にしたいと思いますが、防災安全セ

ンター費というのが１,３１４万３,０００円計上されておりますけれども、

これについてちょっと詳しく説明してくれますか。 

 

宮原消防防災課長  防災安全センター自身は消防学校に隣接しており、消防の啓発あるいは教

育をする施設でございまして、現在、財団法人山梨県消防協会に委託してい

るところでございます。それに要する経費でございます。 

 

渡辺委員  今、消防協会に委託ということですけれども、業務の中身ね、この使い道

とか、そんなことわかりますか。 

 

宮原消防防災課長  経費の内訳でございますが、防災安全センターの運営、施設の維持管理に

係る経費が１,２６１万７,０００円でございます。それが県から消防協会へ

委託している経費でございまして、その中の施設の中で地震体験コーナーに

あります施設の維持・点検や緊急地震速報サーバーの利用料とかの経費を合

わせまして１,３１４万３,０００円となっております。 
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渡辺委員  いろいろ維持管理というお話もいただきましたけれども、所管で聞こうか

なと思っているんですが、ここで消防協会というお話も出てきましたのでし

たいと思いますけれども、今議会の最初の代表質問で武川議員が消防協会の

例の不正について伺いました。そのときに、知事の答えの中に、答弁書がな

いので全文を覚えていないんですけれども、２,０００万円というような金

額について国から云々というお話がございました。この２ ,０００万円と言

われた知事の金額の中身は、どういうことなのか教えてもらいたいと思いま

すけれども。 

 

田中総務部長  今回の県の消防協会におきます損害額につきましては、３つのものがござ

いまして、１つは市町村に対して払うべき事務費を払っていなかった分、そ

れから、共済加入者であります消防団員等の個人に対して払うべき給付金を

払っていなかった分、それから、日本消防協会に対して払うべき掛金を払っ

てなかった分等でありまして、合わせてこれが１億３００万円余であります。

既に御報告申し上げているとおりでありまして、これを県の消防協会といた

しましては責任ある関係者に対し損害賠償請求を行いながら、損害額全体を

しっかりこれからお支払いをしていくという方針であるわけでございます。

そういう観点から当面はですね、債権保全ということもございますので、会

計担当職員を被告として既に訴訟には着手をしているところでございます。 

  さらに特にこの損害の中でも共済加入者、消防団員に対する支払いについ

ては、これは特に急ぐ必要があるだろうと考えていまして、知事から日本消

防協会に対して２ ,０００万円の貸しつけのお願いをしたところでございま

すが、昨日、日本消防協会から資金の借り入れを得ることができました。こ

れを受けまして早速、本日、その消防団員などの共済加入者に対する支払い

を行うために、関係市町村に対して給付金未払分の支払いを全額行ったとこ

ろでございます。 

   

渡辺委員  総務部長から答えていただきましたけれども、要するに２,０００万円と

いうものは個人に対する支払金額ということでしたが、それはさかのぼって

考えればかなり前から払ってなかったんでしょうね。何でそれがわからなか

ったのかな、それが気になりますけれども、その経緯はわかりますか。 

 

宮原消防防災課長  今回のこの問題につきましては、会計事務を総点検する中で出てきた問題

でございまして、最初、県協会から日本消防協会へ掛ける保険の掛金ですね、

これが納まっていなかったということが昨年末に発覚いたしました。その後、

関連するものをいろいろ調べていった結果、日本消防協会から県の消防協会

を経由して個人へ行く給付金の不正の経理が行われていたということがわ

かりました。これにつきましては責任があった担当の経理職員の供述、ある

いは、歴代の事務局長・次長からの供述を得ておりますけれども、会計担当

職員につきましては、今年度につきましては個人的に勝手に引き出したこと

は認めております。そして、会計担当職員の供述で歴代の局長・次長の中で

も関与していた方もいるというような供述は得ておりますけれども、一方で

歴代の局長・次長は管理・監督していなかった。そもそもこの問題について

知らなかったというような供述を繰り返しているところでございます。 

  それで、今回のこの個人へ行かなかった２ ,０００万円につきましては、

日本消防協会とのやりとり、あるいは市町村とのやりとりの中で、平成１３

年度から今年度まで全個人に行っていなかった金額が２,０００万円程度で

あるということが判明いたしました。ということで、先ほど部長が申しまし
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たように、当面、迅速に対応するべきということで、日本消防協会の貸しつ

けを受けまして、本日、一緒に給付・送付したということでございます。 

   

渡辺委員  お話を聞けば何といっていいのかね、平成１３年から１１年前にさかのぼ

るわけですけれども、特に個人に対して支払わなかったということについて

は、何と申し開きしていいのか言葉もないわけですが、ただお金を返せばい

いという問題ではないので、県の誠意としてどういう対応していくのか、総

務部長、これはお願いしたいと思います。 

 

田中総務部長  まずはこういう事態が起こったことにつきましては、これは協会を監督す

る立場にある県といたしまして、これは大変遺憾なことでございましておわ

びを申し上げたいということでございます。県といたしましてはこういった

事態に対しまして、協会において損害額全体をしかるべき方々にしっかりお

払いしていけるように、最大限の協力をしていきたいということでございま

して、そのために日本消防協会からの借り入れについて知事からもそのお願

いを申し上げさせていただきまして、借り入れを実際に受けたところでござ

いますが、これに限らず県の消防協会の立て直し、抜本的な出直しのために

協会では現在人事の刷新でございますとか、会計基準の遵守でございますと

か、外部チェックの導入といった抜本的な改善策を講じていく予定であると

いう報告を受けておりまして、こういった業務のあり方に見直しに最大限協

力していくほかに、さらにこれは異例のことでございますが、所管課でござ

います消防防災課が、当面、現金出納につきましては直接確認をするという

ことをやりまして、県の協会の見直しのために全力を県としてもしていくこ

とによって、関係者の方々に対する責任を適切に果たしていきたいと思って

おります。 

   

渡辺委員  起こった経緯、それから、迷惑かけたこと、この間の山梨県消防協会の総

会をした後、その中で知事も陳謝をされている。こうしたことを考えたとき

に、県にすべての責任があるかどうかということについてはわかりませんけ

れども、信頼を傷つけた、このことに対しては何度も私どももいろんなとこ

ろへ行っておしかりをいただいているのが現実なんですね。昨日も富士吉田

で経営者の皆さんとお話しする機会があって、真っ先に出てきたのは消防協

会の話ではなくて高度化資金の話でしたけれども、責任がとれないという体

質、「あなたは県会議員としてどうするんだ」なんてね、私も非常に本当に

もう冷や汗が出ましたが、そういう意味ではやっぱりけじめというものはつ

けなければならないだろうなという思いもありますよね。それで、この話は

もとへ戻しまして消防協会ということに関しては、今、大事なことは起きた

ことに対して誠意を持ってできるだけの対応はしていく。それから、もう一

つは再発防止取り組むことですよね。今、組織を変えていくというようなお

話もございましたけれども、知事が会長をやり、あと消防防災課長が専務理

事という立場で、しかもそこにいる局長・事務局長は県のＯＢが行っていて

という中でね、どう考えても責任は免れない部分があるかなと思いますが、

その県民に対して理解を得られるような責任のとり方、最後、そこをね、総

務部長、伺いたいと思いますよ。お願いします。 

 

田中総務部長  まずは繰り返しになりますが、協会を監督している県の立場といたしまし

て、関係者の方々にはおわびを申し上げたいということでございます。それ

で、今後の対応としては、まずは責任ある関係者の刑事告訴に向け、現在、



平成２４年２月定例会総務委員会会議録 

- 7 - 

警察と協議中でございます。まだちょっと受理はしていただいておりません

が、協議中でございます。また、繰り返しになりますが、責任ある関係者に

対しましてはしかるべき損害賠償請求はしっかりしていきたいということ

でございまして、民事・刑事含めまして責任はしっかり追求していきたいと

思っております。また、先ほど御答弁申し上げましたとおり、本来支払うべ

き方々に対してはしっかりお支払いしていくということが１つ。もう一つは

県の協会の立て直し、県の協会というのは県内の消防職員、県内の消防団員

が１万５ ,０００人おりますが、この方々を会員とする県内唯一無二の組織

でございますので、これはしっかり立て直すために県としても最大限協力を

行っていきたいと考えております。 

   

        （消防振興費について）   

渡辺委員  全力をかけての償いというかね、立て直しをお願いしたいと思います。 

  次に４３ページ、消防振興費の中に消防活動の普及・啓発及び救急振興と

いうことで２,１２０万４,０００円が載っておりますけれども、これについ

て詳しく説明をお願いしたいと思います。 

 

宮原消防防災課長  消防活動の普及啓発の振興費につきましては、ことしの３月３日に実施し

ました消防記念日式典に要する経費、その際に知事定例表彰もいたしますが、

その経費が８０万３,０００円です。そして、火災予防行政費としまして消

防防災統計事務の委託料を消防科学総合センターへ委託している経費が１

３万３,０００円、そして、一番大きなものが消防団員資質向上費補助金と

いうことで、消防協会等を通して行う研修会等に要する費用として６８０万

円、そして、救急関係の振興財団への負担金が６１０万円というものが主な

内容となっています。 

   

渡辺委員  ここになかったんですけど、財団の負担金ということがありましたが、ち

ょっとこれをもう少し詳しく教えてください。 

 

宮原消防防災課長 救急振興財団の負担金６１０万円につきましては、救急救命士の研修とか、

資格等をとるためにそこへ研修に行きますので、それに関する経費でござい

ます。 

 

渡辺委員  先ほどからか一連の流れが来ていますけれども、特に防災関係も含めて消

防団の活動というのは大変大事な、我が県の県民の命や財産を守るという特

別な使命を持っているということもありますよね。そうした中で、いろいろ

こうして航空隊とかしてくれておりますけれども、これからは全く腹を据え

た闘いもしていなかければならないだろうし、特に消防団一人一人のことを

考えていくと、あの東日本大震災でも多くの方が亡くなっていった。命をか

けて県民を守ろうとしている消防団員に対して県もやっぱりそうした対応

をしていかなければ、国を守ること、県を守ることにはならないだろうとい

う思いがありますから、こうした１つ１つのですね、所管のようになりまし

たけれども、取り組みを大変だけど、消防課長、しっかり頑張ってもらいた

い。最後に決意を聞いて終わります。 

 

宮原消防防災課長  ３ .１１、大きな震災でございまして、今年度本県の防災の基本となりま

す防災計画、あるいはそれを実行していくための県庁としてのやるべきこと

を決めました第２次やまなし防災アクションプランがございます。そして、
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今回、来年度実施する防災に関する経費いろいろ予算計上しておりますので、

来年度着実に１つ１つ実効あるものにしていくために、着実に予算に盛られ

た事業、あるいはそのほかの事業等も一緒に頑張って実施していきたいと思

っております。 

   

齋藤副委員長  先に今のちょっと消防の使い込みの関係で、１億円余の不正流用があった

ということですが、今、部長の答弁の中で訴訟をしているということですが、

当然、その１億円余の穴埋めを何とかして、訴訟の中で取り戻さなければな

らないということが基本なんですが、ただ、どれだけそれが取り戻せるか、

これは訴訟してみなければわからない。しかし２ ,０００万円の一時借入金

は知事の名前で消防協会が借りたものでありますが、万が一の場合ですね、

借りた金の返済はどうするのかということを先にちょっと聞きたい。 

 

宮原消防防災課長  ２ ,０００万円の借り入れにつきましては借り入れでございますので、当

然、県の協会が日本消防協会に返済するということでございます。それで、

まずは責任ある関係者に対して、損害額について民事訴訟を起こしまして、

その弁済の資金に充てるというのが第１でございますので、まずはそれをや

るということでございます。 

 

齋藤副委員長  そうすると、消防協会にある金で弁済していくということなんですか。消

防協会にそれなりの金があるということですか。 

 

宮原消防防災課長  現在、消防協会の基本財産というのは６５０万円ございますが、営利事業

や収益事業等を行っておりませんので、その２,０００万円に充てる返済金

というのは現在はないわけでございますので、まずは責任ある関係者から賠

償を求めていくということでございます。 

 

齋藤副委員長  賠償を求めていくけれども、もしその賠償が取れなかった場合、じゃ、ど

うするのかということなんです。それを聞きたいんです。 

 

宮原消防防災課長  取れなかった場合どうするかということですが、まずは民事訴訟を起こし

て取り返すというものをやっていきたいと思います。それの中で返済に充て

る資金を確保していくのが第１だと思いますので、取れなかった場合につき

ましては、またその時点で借入先の日本消防協会等と協議をいたしまして、

対応を考えていかざるを得ないのかなと思います。 

 

齋藤副委員長  私が言うのはもし例えば取れなかった場合、知事が２,０００万円借りて

いるんだから、じゃ、また県の公費で負担しなければならないのかというこ

となんです。そうなった場合、今度は県の責任がそこで問われるわけなんで

す。その辺はどうですか。 

 

宮原消防防災課長  現時点で県費の導入というものは当然考えておりませんので、それは知事

が会長になっておりますけれども、１つの独立した財団でございますので、

それは財団で対応していくということだと思っております。 

 

齋藤副委員長  そうすると、県は一銭も出さなくてやるという決意ですか。その辺をはっ

きりしておいてもらいたい。 
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宮原消防防災課長  県費を導入するということはございません。 

 

齋藤副委員長  そういうことですね、わかりました。じゃ、いずれにしても県のいろんな

そういう不祥事があるからですね、そのたびにやっぱり県がまた負担してい

くということになると、これは大変なことになりますから、一応、そのため

に確認したということなんです。 

 

        （交付税について） 

齋藤副委員長  次に、総の１ページの関係ですが、交付税が２３年度と結局同額だという

ことでありますが、国の方では交付税の伸びがあるわけですね。国とすれば

全体の交付税の額が伸びているわけですから、その辺との関係はどうなんで

すか。交付税が少なくて済むのであれば、それでもちろん結構なことなんで

すが、その辺をちょっと聞かせてください。 

 

尾﨑財政課長  交付税について御質問でございますが、国の方の計画で地財計画と、地方

全体の財政計画を定めたものがございますが、その規模というのが減ってお

りまして、２３年度と比べますと０ .８％の減となってございます。本県の

場合は交付税が、２３年度と２４年度はほぼ同額という見込みでございます。

実質交付税と言っておりますけれども、内訳はキャッシュで来ます地方交付

税と、それから、キャッシュで国の方から足りない分を借金して地方が確保

をいたします臨時財政対策債、この２つを合わせて実質交付税と呼んでおり

ますが、この２つは２３年度と２４年度で比較しても同額ということでござ

います。ただ、先ほど御説明いたしました地方交付税のキャッシュの部分が

本県の場合にはふえておりまして、臨時財政対策債という借金の部分という

のが減っております。これは国の方で財政支出に関して低い小さい団体に配

慮するという形で、山梨県の場合にはそれが当てはまりまして臨時財政対策

債が減って、キャッシュの方の地方交付税がふえているという現状でござい

ます。 

 

齋藤副委員長  臨財債は当然国が補てんしてくれるものですから借金してももちろん問

題ないわけなんですが、先ほどの説明の中で臨財債は山梨が減ったと、それ

だけやっぱり県である程度、国は山梨県は大丈夫だろうという見方でやって

くれたんだろうと思いますので、それはそれで結構だと思っております。 

 

        （旧運転免許センターについて） 

齋藤副委員長  次に総の２６で実は管財課の関係で旧免許センターの解体・整備の予算が

盛ってありますが、私も昨年の暮れに一般質問した関係がありますから、そ

の辺の整理・整備のどういう形でどうするのかちょっと教えてもらえればと

思いますが。 

 

佐藤管財課長  旧運転免許センターにつきましては、先の１１月の理事会等々の御答弁も

させていただきましたけれども、県道を挟みます反対側に市道の計画という

のがございます。今、市との協議で２４年度にその具体的な建設工事に着手

すると聞いております。あわせまして一部免許センターの敷地の建物がかか

りますので、その部分の解体というのは市が２４年度で行います。あわせま

して残存する敷地、約２万平米ほどの敷地がありますが、建物は移動いたし

ますが、その解体の経費、あるいは、運転講習のコースというんでしょうか、

それらの施設の解体及び整備ということで、先ほど御説明をさせていただき
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ましたけれども、一般財産管理費の中に約１億円ほどの経費を計上いたしま

して、２４年度、事業に着手し、２４年度中には造成というんでしょうか、

粗造成というんでしょうか、跡地利用ができるような状態にしていきたいと

計画しております。 

 

齋藤副委員長  その解体ですが、真ん中にある建物も解体していただけるということでい

いわけですか。それから、旧コースのコンクリートとかいろんなものがあそ

こにありますが、全部整理してあとの使い道、あと造成を、何ていうのか、

そのままでも使えるようなやっぱり表土まできちんとしておいてもらいた

いわけですが、その辺はいかがですか。 

 

佐藤管財課長  委員の方から２点ございました。１点は敷地の真ん中に残ります昔で言い

ます安全運転学校の建物が市道とは別に残る建物になりますが、それは先ほ

ど御説明しましたように県の方で解体をいたします。あわせていわゆる運転

コースというところにつきましても、表土をはいだり、コンクリートを除去

したりだとか、あるいはいろんな設備・障害物がございますけれども、それ

らを撤去の上、造成というんでしょうか、いわゆる整地をするという形で事

業を進めたいと思っておりますので、委員が御懸念されているように、跡地

が使えないような変な形で整地が行われるようにはならないように、十分配

慮してまいりたいと考えております。 

 

齋藤副委員長  旧免許センターに山があるんですよね。あの山も結局もう平らにしてしま

うという考え方でよろしいでしょうか。 

 

佐藤管財課長  コースに山というんでしょうか、あるいは、松の、済みません、ちょっと

樹木までは正確ではないんですが、植栽があったりとかするんですが、少な

くとも障害となるものについてはすべて除去しようと考えております。もう

ちょっと詳細な調査が必要なのかもしれませんが、特別に保存しなければな

らないというものでなければ、基本的には解体・撤去で一連の土地として活

用できるような整地ということを基本に考えたいと思っております。 

 

齋藤副委員長  あそこはもと河川敷ですから松もあるんですよね、敷地の中に。そういう

樹木をどう残すかって、これはなかなか変に残すと使い道もなくなったりす

るのであれですが、どこを残すのかということもやっぱりこれはまた地元の

人たちとも相談しながらですね、後の使い方によってはやっぱりあの山とか、

そういうものは全部本来平らにしておいてもらった方がいいわけなんです

ので、その辺の具体的に取り組む段階でぜひちょっとまた協議をしていただ

いて、意見を聞いてもらえればありがたいと思っておりますが、いつごろど

んな形で取り組むのかちょっと時期はわかりますか。 

 

佐藤管財課長  具体的なちょっと工程までは今の段階では正確にお答えできない部分が

あるかと思いますが、いずれにしても年度当初予算計上をされました後、造

成業者さんというんでしょうか、解体業者さんの選定等、できるだけ早い時

点で工事に着手する。それで、年度内にはすべて工事を完了する、いわゆる

単年度の事業として行っていく予定でありますので、その点は市道の整備

等々もあわせながら、そごのないように進めていきたいと思っております。 

         先ほど委員の方からお話しご懸念がありましたような植栽等というんでし

ょうか、いずれにしましても跡地利用をどうしていこうかということが、こ
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の土地の大きな問題だと思っております。これも答弁の方でさせていただき

ましたように、市あるいは地元の方たちとも十分協議をしながら、有効な跡

地利用に資するような方策というのを検討していかなければならないと思

っておりますので、おっしゃるような詳細等々につきましてはどういうふう

な現地を、あるいは、保存という、保存が必要かどうかちょっと今の段階で

申し上げられませんけれども、そういうものについても十分協議をしてまい

りたいと考えております。 

 

        （消防学校整備事業費について） 

齋藤副委員長  わかりました。その点はひとつぜひよろしくお願いしたいと思っておりま

す。 

  次に総の４４ページ、消防学校の整備事業費が盛ってありますが、前々か

らこの消防学校は老朽化したり狭隘だということで建てかえの話があった

わけですが、今回計上してあるのはあくまで用地取得と設計ということです

が、用地取得費はどのくらいの面積を必要としておるのかをちょっとお聞か

せ願います。 

 

宮原消防防災課長  現在の消防学校の面積は１,５００平米ぐらいでして、隣接の砂利採集場

の土地を取得する予定でございまして、面積的には２ ,５００平米程度とな

っております。 

   

齋藤副委員長  ２,５００平米を買収という理解でいいですか。そうすると、合計４,００

０平米になるわけですか、その辺いかがですか。 

 

宮原消防防災課長  済みません、単位が違っていました。現在の敷地は１万５,０００で、隣

接の２万５,０００を買収、合計４万平米ということでございます。失礼し

ました。 

 

齋藤副委員長  現地を見ればわかるわけですが、消防の施設とすれば緊急性を要する施設

もあるわけですが、進入路が今の現状では非常に狭いということで、利用し

にくいんじゃないかなと思うんですが、そういう道路の進入用の整備の関係

はいかがですか。 

 

宮原消防防災課長  現在の進入路につきましても入りやすいように工夫をいたします。河川の

方から現在入れませんので、今回、拡幅する方からの進入、そして、現在の

消防学校の東側から入る道路も入りやすいように整備に努めていきたいと

思います。 

   

齋藤副委員長  現地は河川敷、堤防の沿線なんですよね。災害があっては大変なことです

が、しかしあそこは県内でも河川の水が出たときに非常に危険なところなん

ですよ。液状化もあると思うし、非常に危険な場所なんですよね。そういう

ものの安全性とか、それから、液状化を一番あの辺は心配するところなんで

すが、そういう耐震性のそういうものも考慮しての結果ですか。その辺をち

ょっと教えてください。 

 

宮原消防防災課長  委員御指摘のとおりあそこは液状化等の懸念がある土地でございまして、

それにつきましては液状化対策ということで、工事を特にいたしまして、し

っかりしたくいを地中深く打ったりして、液状化対策をしていく予定でござ
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います。 

   

齋藤副委員長  それから、西側の堤防ですね、西の方から入りたいということなんですが、

あの道路は県道になっているんですか、堤防敷は。ちょっと教えてください。 

 

宮原消防防災課長  確かではございませんが、河川敷ですので県道となってないと思いますけ

れども、ちょっとはっきりいたしませんのでまた回答いたしたいと思います。 

 

齋藤副委員長  私はあそこは堤防敷ですから県道にはなっていないと思うんですよ。県道

になっていないところを公式な公共施設をつくって進入するにつけて、果た

して適正な道路として整備できるかどうかということの心配がありますが、

それいかがですか。 

 

宮原消防防災課長  今度の拡幅で河川敷まで全体で４万平米ということに広がるわけですけ

れども、今の買収した土地から河川敷の道路につながる出入り口、これにつ

きましては整備していく予定でございます。それと西側からも入れるように

考えております。 

  

齋藤副委員長  そうすると、進入路の正式な入り口というのはどちらを予定しているんで

すか。 

 

宮原消防防災課長  基本的には現在のある消防学校の東側ですね、そっちからの進入路が通常

出入りすることを考えています。それで、西側の河川敷からも入れるような

出入り口を設けていく予定でございます。 

 

齋藤副委員長  東側からの進入路も非常に狭いんですよ。私は消防学校ですから、いろん

な緊急資材の備蓄とか、あるいは、いろんなものを備えるところが消防学校

の今回整備する施設だと思うんですよ。そうすると、やっぱり緊急に使うに

は道路の整備というものは緊急時に一番大事なものなんですよ。生活道路に

もなっておりますから、緊急時に果たして優先的にあの道路が使えるかどう

かという心配もあります。それから、西側の堤防、これはやっぱり国交省の

ものですから、そこの堤防敷も今は道路としてやっぱり利用させてもらって

いるけど、狭いんですよ、１台通ればいっぱいというような状況なんですよ。

だから、消防学校として果たして道路の整備が可能かどうかということの心

配もありますが、その辺の考え方ちょっともう一度伺います。 

 

宮原消防防災課長  確かに現在、進入するところは市の東側から北側と南側に幅員が４メート

ルぐらいの市道がございます。そして、現在の敷地と今度買収する間にも市

道が通っております。市道につきましては市といろいろ協議を現在しており

ますので、その中で緊急時に支障が出ないようなものの対応を市と協議をし

ていきたいと思っております。そして、河川の方から入る出入り口につきま

して敷地内への出入り口は整理するわけですけれども、土手の道路というこ

とですので、そこを緊急時に、通常はともかく緊急時ですね、緊急車両等が

出入りしやすいように関係機関等と協議をしていくつもりでございます。 

 

齋藤副委員長  もちろん整備するからにはきちんとしたものをつくらなければならない

わけですが、いずれにしても国交省の関係の管理道路でもありますので、そ

の辺の利用の仕方をしっかり協議して、災害時に通れるだけの道路を確保で
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きるかということの確認、それから、東側の現状入っている道路、これは中

央市の市道として利用しているものですが、果たしてどれだけの拡張ができ

るのかと。支障のないような道路整備ができるのかどうかということも、先

に確認していただいてですね、しっかりそういうものの裏づけがとれた時点

で、用地取得とか、設計とか、そういうものに入った方が私はいいんじゃな

いかなと思いますので、その辺のお答えをちょっともう一度伺います。 

 

宮原消防防災課長  委員の指摘を踏まえまして、来年度用地取得、実施設計に入らさせていた

だきたいと思いますが、実施設計に当たりましては、今、委員指摘のとおり

出入り口等々使い勝手のいいように工夫していきたいと思っております。 

 

齋藤副委員長  ぜひひとつせっかくつくるものですから、利用しやすく、機能しやすく、

きちんとした施設をつくってほしいということをお願いして終わります。 

 

( 休  憩 ) 

 

        （地方税延滞整理推進機構事業費について） 

久保田委員  総の２０ですか。戻って申しわけないんですけど、地方税延滞整理推進機

構事業費、それについてなんですけど、たしか去年の決算委員会で徴収率が

山梨県が最下位ということを聞きましたけど、２３年度はまだ事業年度終わ

っていませんので結果はわかってないと思うんですが、上期でわかる範囲で

教えていただきたいと思います。もう一つ、２４年度、どのような指導、あ

るいは、計画等ありましたらお伺いをします。 

 

上小澤税務課長  県税の徴収率ということでございますが、委員御指摘のとおり２３年度に

つきましてはまだ中途ということで結果が出てございません。結果が７月ぐ

らいのときにできるかと思います。現時点ですと実感的な報告でございます

が、昨年度より若干上回っているような状況でございます。 

  ２点目の地方税徴収対策についてでございますが、県税の収入未済額が約

３６億８,０００万円ございまして、前年に比べて３億５,０００万円、平成

２２年度でございますが率にしまして３ .６％減少したところでございます

が、依然として全国から見たら高い水準にございます。特に市町村に賦課徴

収をお願いしている個人県民税につきましては、収入未済額の割合が６７.

６％となってかなり過大となってございます。そうしたことによりまして、

今後は県と市町村と連携をしまして、今やっています地方税滞納整理推進機

構を引き続き継続するとともに、今後は地方税法第４８条という形で個人県

民税の直接徴収ということで、県が直接徴収するような形の制度を今後考え

ていきたいと思っております。 

   

久保田委員  ぜひともまじめに払っている人もいる中で、税金を払わないということで

すから、徴収には全力を挙げていただきたいなと思います。よろしくお願い

します。 

        

        （原子力災害対策事業費について） 

久保田委員  総の４１新の原子力災害対策事業費につきまして、ちょっと内容を教えて

いただきたいと思います。 

 

宮原消防防災課長  原子力災害対策費につきましては、今回の福島の第一発電所の事故により
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まして、本県でも最も近い浜岡から県境まで７０キロということですので、

新たに防災計画の中に原子力対策の節を設けまして、新たに記述を加えたと

ころでございます。それで、来年度予算では原子力アドバイザーの委嘱等に

かかわる経費ということで、原子力に関する専門家に助言等を求めまして、

今後の原子力に対する手順とか、基準づくりを着手していきたい。あと一般

の県民に対します啓発を行うパンフレットの作成とか、消防職員あるいは市

町村の防災担当者の研修による経費等を計上させていただいております。 

   

久保田委員  予算が１３０万円ということで、県民全体へ示すということですが、この

パンフレットは何枚ぐらいつくる予定なんですか。 

 

宮原消防防災課長  パンフレットにつきましては、市町村配布、あるいは、県の県民センター

に置いたりですね、出張講座とか説明に行くときに用いるように全部で３,

０００部程度を予定しております。 

 

久保田委員  ３ ,０００部なんていうととても足りないんじゃないかなと私は思うんで

すけど、いろいろ計画して県民に知らせるんですが、とてもとても、今、福

島の原発の事故はごらんのとおり相当の被害が出ていますけど、もし浜岡が

事故を起こして、放射能が仮に出て山梨県へ来たとすると、住めなくなる、

あるいは、農産物のダメージということで、もう３,０００枚ばかりで皆さ

んに知らせるということが可能ですかね。 

 

宮原消防防災課長  当面３ ,０００部用意いたしますけれども、当然必要に応じて印刷をふや

してあらゆる機会に県民に対して啓発をしていきたいと思っております。 

   

久保田委員  あしたでも起こる可能性もあるわけですけど、地震がもし起きても山梨県

では津波の心配はありませんけれども、最悪の事態が起きた場合、それに対

してこのぐらいの規模で県民に知らせることであれば、大変なことじゃない

かなと思うんですけど、それはそれとして、ぜひとももう少し予算を持って

全県民に知らしてほしいなと思います。 

  また、原子力をとめるのが一番ですけど、やはり電気料等の問題もありま

すから、今すぐとめるわけにはいきませんが、いずれにしてもとめる方向で

進んでほしいなと思うんですけど、それはどのように考えていますか。 

 

宮原消防防災課長  原子力発電につきましては、現在は２つの原子力発電所以外は皆停止して

いるという状況でございます。原子力発電につきましては国のエネルギー政

策等で考えていくべきものと思っておりますので、それに対する備えは、今

回、防災計画の中でも予防対策と事があった場合の応急具体策を盛り込んで

おりますので、それによる事業を着実に進行してそれに備えたいと思ってお

ります。 

 

久保田委員  甘過ぎるんじゃないかなと私は思うんですよ。これ以上言っても話になら

んと思いますからやめますけど、いずれにしてももう少し、真剣という言葉

は悪いですが、しっかり防災対策をうんと進めていただきたないと思います。

以上です。 

 

        （消防防災航空基地機能強化事業費について） 

久保田委員  次は総の４３消防防災航空基地機能強化の事業についてですけど、ちょっ
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と説明をもう一度お願いしたいんですが。 

 

宮原消防防災課長  航空基地の機能強化でございますが、これは昨年度末懇話会から提言をい

ただきまして、その提言に基づきまして日本航空学園敷地内に整備するとい

う方針のもとに、航空学園の基礎調査を昨年度実施したところでございます。

それでおおむね合意が得られましたので、来年度、基本設計等に入っていき

たいと思っております。これにより自前の航空基地を整備して、大規模災害

等の応援受援体制を確立して、適切な防災体制につなげていきたいと考えて

おります。 

   

久保田委員  懇話会のメンバーというのはだれなんですか、教えてください。 

 

宮原消防防災課長  座長は山梨大学の鈴木教授に務めていただきまして、その他の委員につき

ましてはちょっと手元にございませんので申しわけございません。 

 

久保田委員  この懇話会は地域をよく知っている人が入っているんですかね、わからな

いですか。名前は結構ですから甲斐市の職員が入っているとか、地域のこと

がよくわかっている人が懇話会に入っているかどうかを聞きたいんです。 

 

宮原消防防災課長  済みません、手元にございませんが、地元というか、消防を管轄する甲府

の消防長はメンバーに入っております。 

   

久保田委員  懇話会で話し合いの結果、航空学園の敷地内というんですけど、甲斐市の

洪水ハザードマップによると、そこは浸水の想定区域となっておるんですが、

その中で何で決めたんですかね。 

 

宮原消防防災課長  この地域は、甲斐市が出しておりますハザードマップによりますと、百年

に一度の洪水、日量で３１５ミリ以上の豪雨があった場合、そして、釜無と

塩川の合流地点の堤防が決壊したときに浸水するということが言われてお

ります。それで、航空基地を整備するに当たりましては早急に着手する必要

があるということで、現在、防災ヘリの離発着をしている日本航空学園に整

備する方が、早期に整備できるという懇話会の提言を受けまして、このハザ

ードマップの浸水域の浅いところを対象に、今、申しました百年に一度の洪

水に耐え得るようにかさ上げをいたしまして、洪水が起こったとしても対応

できるような基地にしていくという計画を考えております。 

   

久保田委員  百年に一度という言葉が出ますけど、今、地震も百年に一度と言いますけ

ど、きょうの新聞にも出ていたように、ここ数年で震度７以上が来るという

ことですから、百年ということは言わない方がいいと思うんですが、あそこ

は霞堤でたしか氾濫しますと、旧双葉町のあそこが、多分、排水というか、

水がたまるんじゃないかなというところだと思いますよ。そういうところを

考えてそれなりの堤防をつくって、ここに地下タンクも埋めるそうですけど、

相当の高さのところにつくっていくべきだと思います。また、他県から２０

機ぐらい来るということですけど、浸水してしまえばヘリコプターがおりら

れませんし、そういうときはどうするんですか。 

 

宮原消防防災課長  甲斐市が示しているハザードマップを参照いたしまして、その浸水域が３

つに分かれておりまして、浅いところで０.５メートル、５０センチ未満の
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領域と、その５０センチ～２メートルまでの浸水域、あるいは、２メートル

～５メートルの浸水域と細かくハザードマップは書いております。そして、

現在想定している航空基地につきましては、その５０センチ～２メートルの

領域内に建設しようとしておりまして、その洪水にも耐え得るよう２メート

ル以上のかさ上げを行って基地を整備する。そして、整備した基地の中に受

援機の１０機がとまれるようなスペースを確保するということを想定して

おります。 

   

久保田委員  洪水が来ないことを祈っているだけですけど、やはりもう少し真剣に、土

地の取得が手っ取り早かったから使うのかもしれないけれども、もう少し違

う高台に考えたほうがよかったんじゃないかなと思うんですが、そういう意

見は出てなかったですか。 

 

宮原消防防災課長  提言の中ではいろいろ幾つかの候補地が挙がったわけでございますが、現

在運航している日本航空学園の場所が住民の理解が得やすいということで

早期に整備するにはここというものが主な原因で、この場所に建設を進めて

いくという方針を出したところでございます。 

 

久保田委員  航空学園の敷地内につくるといろいろ設備等も整備してありますのでそ

れは確かにいいんですが、やはりここに決める前にもう少し検討を重ねて、

何も航空学校じゃなくても構わないと思うんですけどね、たしか会社はジャ

ネットですか、ジャネットじゃなくてもよその高台の方へ行って新たな会社

を見つけてもいいんじゃないですかね、その点はどうなんですか。 

 

宮原消防防災課長  やはり大規模災害に備えるという意味では、１年でも早く早期に整備する

必要があるということで、ほかの候補地に比較してここの、現在、防災ヘリ、

あるいは、山日ＹＢＳヘリとか離発着している日本航空学園の敷地が最適と

いうことで、交渉を進めてきたところでございます。 

 

久保田委員  一応いろいろ言いましたけど、もうそこが決定ということで仕方ありませ

んので、それなりの浸水等があっても大丈夫な設備をつくっていただきたい

とお願いして終わります。 

 

        （研修管理費） 

樋口委員  １点だけお聞きします。総の７、研修管理費についてさっき御説明いただ

きましたが、３,０００万円の予算ですが、何人ぐらいの規模なんですか。 

 

原間総務部次長  研修管理費３,０００万円の内訳でございますけれども、済みません、人

数は特段ここでは明確にはちょっとお答えができないんですが、内訳としま

しては研修所におきます階層別の研修でございますとか、年齢別の研修でご

ざいますとか、能力開発研修等々を盛り込んだ結果といたしまして３,００

０万円という金額になっております。 

 

樋口委員  すべての部署でそれぞれの、何といいましょうか、公務員としてのキャリ

ア研修という、すべての部署というか、公務員としての、例えば警察官とし

ての、教員としてのという、そういう意味での研修ということですか、ここ

で言う研修とは。 
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原間総務部次長  委員御指摘のようないわゆる研修というのは、階層別研修という呼び方で

呼ばせていただいておりますが、そういったものに加えまして職員に必要と

されます能力・技術・知識などの習得を支援するような、例えば能力開発研

修といったような内容でございます。 

 

樋口委員  わかりました。今おっしゃった研修とは別に県政推進のための研修、部・

課別の研修というのはそれぞれの部・課で所管しているという理解でいいん

ですか。 

 

原間総務部次長  ここで予算づけをいたしました研修以外に部局別研修でございますとか、

職場研修といった研修内容でそれぞれの部門、あるいは、所属の方で実施を

されております。 

 

樋口委員  総務部人事課としてはそういった県政推進の部・課別の研修、能力取得の

そういったことについては特に管理といいますか、関与はされてないという

ことですか。 

 

原間総務部次長  知事部局の中に職員研修会議という会議が設置をされております。その中

で各部の研修体系等を報告、あるいは、実績報告等もいただくとともに、内

容をお互いに周知する、承知をする中で相互に必要な研修があるんであれば、

そちらに参加をするということもいたしております。 

 

樋口委員  例えばこういう仕事があって民間に少し行って勉強してくるとか、あるい

は、先進国、先進地へ行って勉強してくるとか、例えば日本のスイスなんて

最近よく言っていますけれども、観光部に聞くとだれもスイスへなんか研修

行ってないと。個人的にあるいはそのほかの事業にしても、暮らしやすさ日

本一を進める事業それぞれに、そういうところへ行って勉強してきたらいい

のにな、そして山梨県で広めたらいいのになと思うことが幾つかありまして、

そういったことについては総務部人事課、あるいは、今おっしゃったところ

がそういうことまで所管をするんです、かかわるんですか。 

 

原間総務部次長  例えば民間企業研修という形でＪＴＢに研修という形で派遣をいたして

おりますし、それから、海外派遣研修ということで短期ではございますけれ

ども、一定の予算枠を組みまして毎年取り組みはいたしております。また、

各部局におきましても例えば農政部におきましてはフランスの方へワイン

の大学でしょうか、事業として予算を組んで派遣をするといったようなこと

もいたしております。 

 

樋口委員  原間次長のところに今どういう研修をどういうふうにやっているような

ことが、一覧というか、事業別というか、目的別というか、そういうのはも

らえるんですか。 

 

原間総務部次長  研修計画がございますので、そちらの方は御提供できると思っております。 

 

樋口委員  今おっしゃったように、ワインやそれぞれ山梨ブランドもありますし、先

ほど言いました観光の推進もありますし、産業も新エネルギーもいろいろな

知識が必要だと思いますから、ぜひ、限られた財源ですけれども、研修制度

あるということですからしっかり生かしていただきたいなと思っています
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けれども、どのような見解でしょうか。 

 

原間総務部次長  委員御指摘のとおり経済・社会情勢も目まぐるしく変わる中で、行政ニー

ズも多様化をしているわけでございます。そういった多様なニーズにこたえ

られるよう、職員の能力の向上といった視点で、今後も研修の充実に努めて

まいりたいと思っております。 

 

        （大学運営費について） 

渡辺委員  県立大学について伺います。総の３２ページ、大学運営費１０億２,５８

８万７,０００円載っておりますけれども、これは大学運営費の中でどのく

らいのウエートを占めているんですか。 

 

大堀私学文書課長  今の運営費でございますけれども、全国公立大学設置団体の話でございま

すか。 

 

渡辺委員  大学運営費ってかなり大きなものだと思うんだけれども、ここで出してい

る県からの交付金が山梨県立大学の総事業費といえばいいのかな、学校運営

費のどのくらいの割合になっているのかなということです。 

 

大堀私学文書課長  大変失礼しました。総事業費で申し上げますと２４年度は総支出額１６億

４,０００万円を県として見込んでございまして、そのうち県から交付する

金額がここにございます１０億２,５００万円ということでございます。 

 

渡辺委員  総事業費が１６億円のうちの１０億円が県から行っている、あと６億円は

別からいろいろと来るんですね。そうすると、県のウエートというかね、非

常に大きいものかなと思うわけですけれども、実は１月でしたか、総務委員

会で県立大学の現地調査に行った経緯があるわけです。それで、そのときの

中で建学の教育理念とかいろんな話が出た中で、知事が思っているような教

育行政を推進しているかどうかというところから話が進んでまいりました。

というのは、今ここに看護学部がありますよね。看護学生何人ぐらいいるん

ですか。 

 

大堀私学文書課長  入学定員１００人でございますので、在籍からいくと４学年４００人でご

ざいます。 

 

渡辺委員  全部で４００人で、ことしの卒業生はどのくらいですか。 

 

大堀私学文書課長  平成１７年に開学しまして、ことし３度目の卒業でございますけれども、

定員どおりでございます。入学定員の人数が卒業すると。 

 

渡辺委員  数を聞いているんだけどさ、ことしの卒業生は何人ですか。 

 

大堀私学文書課長  正確に申し上げますと、まだ卒業試験の結果がでておりませんが、入学定

員分がそのまま卒業というふうに考えてございますが、おおむね。 

 

渡辺委員  まだ卒業していませんからといっても、数は出てくるはずなんだけど、じ

ゃ、そこで看護学生に絞って伺いますけれども、県内へ看護師として就職す

る数はどのくらいですか。パーセントも含めてちょっとお願いします。 
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大堀私学文書課長  看護学部、済みません、２２年度ということでよろしいですか。直近の２

２年度ということで、御説明をさせていただきたいと思いますが、看護学部

で県内就職は９９名の卒業の中で４２名、県外が５７名ということでござい

ますので、県内が４２.４％の割合ということになってございます。 

 

渡辺委員  ４２％ということですか。パーセントに限って言えば知事の目指すという

か、教育の成果として県内へ就職する看護師のパーセントは目標はどこなん

ですか、何％ですか。 

 

大堀私学文書課長  県立大学中期計画というものを定めてございまして、この中で半数、５

０％は県内就職ということを目標としてございます。 

 

渡辺委員  そこが非常に大事なところなんで、建学以来何回か卒業生を送り出してい

るわけだけれども、１回も到達してないでしょう、どうですか。 

 

大堀私学文書課長  そうです。過去、２２年度が申し上げたように４２％、それから、２１年

度にさかのぼりますけれども、４５％、２０年度で４３％という形でござい

まして、５割を超えたことはございません。 

 

渡辺委員  県費をこれだけ投入して県内の医療に携わってもらいたい、しなきゃなら

ないという思いの中でのこの大学の動向というかね、あってスタートしたな

と思うわけですけれども、この間、話をさっきに戻しますけれども、総務委

員会で現地調査をした。学長がそこに座ってですね、何でもお聞きください

と、このような対応で委員会が始まったわけですけれども、委員会の委員の

質問に対して座って答えたところを委員長が注意して、以後、立って答えた。

雰囲気として非常にこれが山梨県の教育界のトップにある人の態度かなと。

非常にそういう意味では「いかがなものかな」というような思いを抱いた中

で進んでいったんですけれども、県内の学生の未来、山梨県のために頑張っ

てもらいたいという思いがこの学校の建学精神の中にあるわけなんですが、

学長は県内へ就職する率が低いことに対して、質問に対して受け入れる医療

機関の体制がほかの県と比べて悪いから、だから、就職率が低いんだと、こ

ういうような答え方をしたんですよ。課長はどう思いますか。 

 

大堀私学文書課長  済みません、いろいろ大学としてもですね、県立中央病院と連絡協議を重

ねたりとか、テーマの実習で申し上げますと、かなり４年間の中で看護の方

は実習に出る場面が多くて、その実習先に就職するという方が多くいます。

そういう中で県内で実習の機会をふやすとかいろんな工夫をされていると

思います。その中でいろいろ、多分、議員さんに御不快を与えたことはです

ね、苦労があるということを多分知っていただきたくて申し上げたかもしれ

ませんけれども、大学とすればそれぞれにそれなりに幾つかの努力を重ねて

いると承知をいただければと思います。 

 

渡辺委員  そんな学長を擁護する答えじゃだめよ、聞いているわけじゃなくて「おか

しいぞ」と言っているんだよ。だから、そういう答え方するととまっちゃう

んだよな。大事なことは県費をこれだけ投入して育てた大事な大事な医療現

場の、言ってみれば金の卵というかね、山梨を支えてくれるこういう人たち

により多く県内に残ってもらうというのが趣旨なんだ。それに沿った方向で
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行ってもらわなければ県立大学としての意味がないわけで、そこなんですよ、

問題は。今よそへ研修に行っちゃってね、帰ってこないという言い方してい

るけれども、山梨じゃ中央病院にしたり山梨大学医学部いろんな病院もある

でしょう。そこに対して失礼でしょう。だって、ほかがいいからほかへ行っ

てしまうという言い方をされたのでは、事実言っていたんですよ。あなたも

そういう考えのようだけれども、違うの。 

  だから、そういうね、最後に何を言ったかというとね、報告しておきます

けれども、教育はやると。それはそれで結構です、当たり前だ。だけれども、

就職率が悪いのは県だとか、そういうところが頑張らないからだと、こうい

うような言い方してたんですよ。ほかのスタッフはまたそれなりに頑張って

いる方もいらっしゃいましたけれども、学長がそういう考えじゃないですか。

それで、この間、自民党県民クラブで会派も含めて周産期医療の現地調査に、

浜松医大、浜松医大の周産期医療センターへ行ってきました。そこで浜松医

科大学の医学部とか、そういうところの学生がかなり静岡県に残ってくれて、

周産期医療に関しては医者が余っていますという、いわゆる山梨県よりちょ

っと人口が少なかったんですけれども、年間８,５００人ぐらいですか、そ

こで出産業務をしている。まだ１,５００人ぐらいは余裕がありますよとい

う話なんですよ。そこは自分の県で浜松医科大学があってそこで教育してい

る、そういう人たちをよそへ出すなんていうことはおかしいよというこの学

長の考え方なんですよ。ここは全く県立大学の問題は私は同じ考えでなけれ

ばおかしいなと思います。どうですか、それについて。 

 

大堀私学文書課長  県立大学につきましても、当然、委員冒頭に御指摘いただきましたように、

多大な交付金を県会計からつぎ込んでいるということもございますし、県民

の師弟の育成という重大な任務を負ってございますので、おっしゃるとおり、

今まで幾つかいろんな工夫をさせていただきましたけれども、今後とも一層

工夫をさせていただけたらと思っております。今までは地元から高校生が入

学して、その人たちが当然地元へ戻っていくというパターンが多いと思いま

して、その辺は地域枠というものを設けまして、これは文科省の方で５割ま

でという上限がございますので、入学定員ですね、その最大限まで受け入れ

て、その方たちは地元へ戻るというような工夫もしてございますし、先ほど

ちょっと申し上げましたように、実習先も県内でもって引き受けると、ある

いは、いろんな勤務条件等を明らかにして卒業後に県内の病院に入れ込んで

もらうという工夫とか、そういったことで地元定着を図ってまいりましたの

で、一層その工夫をしていきたいと考えてございます。 

 

渡辺委員  さっきから学長の教育方針が合わないよと、浜松医科大学周産期医療セン

ターの院長さんの話はこうだよということなんですよ。じゃ、これは毎日新

聞だ。３月７日というからきのうか、ここでとんでもないこと言っています

ね。いろんなインタビューしている中で、県当局がいろんな政策の実現に全

力を挙げているとはいえですよ、いわばビジョンを神棚に飾って手を合わせ

ているだけだという発言が、ここに出ています。これが学長なんですよ。こ

の現実を私は知ってもらいたいなと。こんなこと言われてね、何を言ってい

るんだと。必死になって皆頑張っている、そうじゃないですか。こういうこ

とを言えば個人の進退に関する問題を簡単に言うわけにいかないけれども、

やはり県立大学の学長であるからには、そういう学生をしっかり教育して、

ここまで当たり前、しかも山梨のために当初の目標である５０％以上ですか、

県内就職していく、もらう、そのための努力をどうやってしていくのか、し
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たのか、これはやっぱり大事な問題と思いますよ。このことに関して総務部

長にまとめてもらうか、これはね、お願いします。 

 

田中総務部長  県において設置をしている大学であるわけでございます。今、委員から御

指摘がございました看護学部につきましては、これは県内の医療界に対する

人材の供給ということも、これは極めて重要な任務であると考えていますの

で、当初の目標をしっかり達成できるように設置団体である県としてもしっ

かり指導してまいりたいと考えております。 

  学長さんのその発言につきましては、どういう御真意で発言されたのかと

いうことにつきましては、私もちょっと今の時点ではよく承知しているわけ

ではございませんが、県立大学というのは私ども設置団体として設定いたし

ました中期目標並びに大学が設定しました中期計画に沿って運営していた

だくべきものでございまして、そこは個人的な考え方で経営していくべきも

のではなくて、それはあくまでも設置団体として考え方に沿って運営してい

ただくべきものであろうと考えておりますので、そういう方向でしっかり県

立大学を運営していただけるように、県としても注視して指導してまいりた

いと考えております。 

   

渡辺委員  今の言葉がどこから出たかということですけれども、これはお知らせしな

ければならいと思いますが、リニアの問題だとか、産業振興ビジョンですか、

それから、農業の六次産業化とかいろんなケースの課題があって質問に答え

ているんです。その中の最後の総括でいろんな政策を掲げて頑張っているよ

うだけれども、何か神棚に祭っているようなもんだというコメントなんです

よ。ここも私はおかしいなと。県の最高の大学の教育者だからもう少し夢の

ある話だとかね、いろんなことをしてもらえればなと思うんですけれども、

そういうことを承知してもらいたいと思います。それを踏まえた上で対応し

てください。 

 

田中総務部長  はい。 

 

河西委員長  総務部長、この７日付のこのインタビューは承知していますか。 

 

田中総務部長  はい。承知しています。 

 

齋藤副委員長  今、渡辺委員さんがいろいろ質問したけど、私どもにとってみると施設設

置者は県ですから、県の大学というのは県政のために、県民のためにどうや

って役立つかということをまず先頭に持ってやってもらいたいと思うし、学

長がこれだけの見識を持っていたならば、その見識を県のために生かしても

らうということが本来学長の役目なんですよ。それを果たしてないというこ

とに対して我々は憤りを持っているということなんですよ。ですから、とに

かく１つしかない県立大学の学長が県政に対する批判をしたりとか、いろん

な注文をつけたりということでなくして、みずからが乗り出してこうあるべ

きだということに対して努力しなければだめなんです。その努力の結果が全

然見えてないというところに問題があるんですよ。だから、これは県として

しっかりですね、学長に申し出を、意見があったということをしっかり伝え

てですね、思い直してやってもらわなければ、学長としての資格がないとい

うことですから、私どもはあと考えていかなければならんと思っております。

それに対してちょっと一言。 
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田中総務部長  本日の委員会の御指摘につきましては、しっかりと県立大学の学長に伝達

をさせていただきたいと思います。また、先ほどの繰り返しになりますが、

県立大学の目標に対するパフォーマンスにつきましても、しっかり当初の目

標を達成していただけるように県としても引き続きしっかり指導してまい

りたいと考えております。 

   

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり賛成すべきものと決定した。 

 

 

 ※第３３号   平成２４年度山梨県市町村振興資金特別会計予算 

 

質疑       

 

 

        （市町村振興資金貸付金について） 

久保田委員  土地開発公社経営健全化資金につきまして、少し説明を聞いたんですが、

もう少し詳しく説明をお願いします。 

 

伊藤市町村課長  現在、市の財政運営上、合併以前にありました７市につきましては、土地

開発公社を運営しておりまして、それが市の財政健全化に一部負担となって

いるものでございます。このため市長会からの要望を受けまして、今回、５

億円ほどを設置したものでございます。 

 

久保田委員  経営健全化を図るためにも、補助金を出して健全化するではなく、健全化

のために具体的な内容に使われると思うんですけど、その内容等はもう少し

詳しく教えてください。 

 

伊藤市町村課長  土地開発公社の長期保有土地につきまして、これは土地開発公社の経営の

足を引っ張っている状況でございます。この部分につきましては市町村の財

政数値の中で将来負担比率のところに負債として入ってくる分ございます

ので、市町村が財政の健全化に向けて足かせになっているものもございます

ので、その部分について市町村が土地開発公社から土地を再取得する場合に、

財源として貸しつけを行うものでございます。 

 

久保田委員  景気のいいときにはこういうことはなかったと思うんですけど、やはり公

が土地を保有するとか、そういうことはあんまり芳しくないんじゃないかな

と思います。そういうものは、何ですか、市として販売というんですか、売

れないんですか。 

 

伊藤市町村課長  土地開発公社は、当然、財政健全化に向けて負債を減らすという観点で、

例えば住宅用地でございますれば販売に向けた努力をしてございます。また、

市の方で先行取得を依頼しているようなものにつきましては、当然、市の方

から買い戻すというような努力をいたしまして、市の土地開発公社の財政健

全化に向けて努力をしているところでございます。 
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久保田委員  いずれにしてもいろいろ公のところはどんどんこういうことは手放して

おります。こういう負債のかかるようなことをしないように指導してほしい

なと思います。 

   

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり賛成すべきものと決定した。 

 

 

 ※第３４号   平成２４年度山梨県県税証紙特別会計予算 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり賛成すべきものと決定した。 

 

 

 ※第３５号   平成２４年度山梨県集中管理特別会計予算 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり賛成すべきものと決定した。 

 

 

 ※第３９号   平成２４年度山梨県公債管理特別会計予算 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり賛成すべきものと決定した。 

 

 

 ※第２号   地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律 

       の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例制定の件 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

  ※第５号   山梨県情報公開条例及び山梨県行政手続等における情報通信の技術の利用に 

              関する条例中改正の件 
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質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

  ※第７号   山梨県職員定数条例中改正の件 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

  ※第８号   山梨県職員給与条例及び山梨県警察職員給与条例中改正の件 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

   

  ※第９号   山梨県職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例中改正の件 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

  ※第１０号  山梨県手数料条例中改正の件 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

  ※第１３号  山梨県県税条例中改正の件 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 
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採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

  ※第４３号   全国自治宝くじ事務協議会規約中変更の件 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※ 請願第 23-3 号  国に原子力政策の転換を求めることについての請願事項の１  

 

意見      （「継続審査」と呼ぶ者あり） 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

 

※ 請願第 23-13 号  原発から撤退し、自然エネルギーへの転換を求める意見書の提出を 

          求めることについての請願事項の１及び２ 

 

意見      （「継続審査」と呼ぶ者あり） 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

 

 

※ 請願第 23-14 号  「浜岡原発」の永久停止・廃炉を求める意見書採択を求めることに 

           ついて 

 

意見      （「継続審査」と呼ぶ者あり） 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

 

 

※ 請願第 23-15 号  浜岡原子力発電所を永久停止（廃炉）にすることを求めることにつ 

          いて 

 

意見      （「継続審査」と呼ぶ者あり） 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で継続審査すべきものと決定した。 
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※ 請願第 23-16 号  山梨県議会議員の海外研修制度の廃止を求めることについて 

 

意見      （「継続審査」と呼ぶ者あり） 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

 

 

 ※ 所管事項 

 

質疑 

（県債残高の削減の状況について） 

森屋委員  済みません、お疲れのところちょっとお時間をいただいて質問したいと思

います。ちょっと中途半端なところのお話ですので、予算のところと、そし

て、所管のところをまたいだような形であえて所管のところでさせていただ

きます。 

  まず、唐突ですけれども、総務部長にちょっと感想をいただきたいと思い

ます。それは先日来の２４年度の予算説明及び本日の一番頭のところでお話

をいただきました平成２４年度の当初予算に対する考え方というのはいた

だきました。私が聞きたいのは、その中で県債残高のまとめをいただいてい

るわけですけれども、総務部長は昨年まで東京の方においでになって、国全

体の地方財政計画という大きなくくりの中で地方を見てきていただいたわ

けですが、昨年４月から山梨県の地方団体においでをいただいて、現実的な

実情といいますかを見ていただいたと思います。そこで私たちがいただいて

おりますこの当初予算編成の基本的な考え方の中に、５ページに県債残高の

推移ということで、この１０年間余りの流れというものをあらわして報告を

いただいているわけですけれども、これを見て率直な御感想をいただきたい

と思います。 

 

田中総務部長  県債残高の削減の状況についての感想というお尋ねでございますが、横内

県政のもとで着実に県政１期目から県債削減を続けているわけでございま

すが、御案内のとおり実質公債比率については本県においては依然上がって

いく状況でございます。これは平成２８年度において１７％台の半ばまで上

がることが見込まれるわけですが、こういう県債残高削減の取り組みがきい

てきて、中長期的には減少させていくことができるという見込みになってお

りますので、県債削減に取り組んできたこの５年間の効果というのは、着実

に出ているのではないかなと考えております。 

   

森屋委員  済みません、唐突な御質問で。実は県は平成１９年１２月に第１次横内県

政になって行動計画を立てられたときにあわせて、県政の行政改革大綱とい

うのを定められて、この４年間進められてきたんですね。それを昨日久しぶ

りにインターネットで出してみまして見てみました。その中で４年間の県債

残高の削減計画を立てたわけですけれども、今、部長がおっしゃったように、

そのときに平成１９年に立てた削減計画以上に努力をして削減をしてきた。
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県全体のですね、県政全体、行政全体のその努力は、私、大変なものがあっ

た。こういう言い方はおかしいかもしれませんけれども、地方は頑張ってい

るという御理解をいただきたいなと思います。 

  そこで、これは答えようのない問いなんですけれども、片や臨時財政対策

債が大変な残高になっていると。これは先ほど齋藤委員のお話でもありまし

たけれども、私たちがどうにかできる問題でもありませんし、ただ、私は実

は４年前のこの総務委員会でこの時期に話させていただいたような記憶も

ありますけれども、ただ、私たち自身は地方財政といえども、そういう状況

下の中で組み立てているんだという現実だけは常に認識していかないと、こ

れは交付税として当然もらえるものなんだから、当たり前だということでは

やっぱりないんだろうなと思います。というのは、私たち自身も山梨県民で

あると同時に日本国民でありますから、日本国としての借金は、たしかこの

臨時財政対策債というのが最初にあらわれてきたのは平成１３年、そのとき

の記憶がありますけれども、たしか山梨県は１３０億円ぐらいそのときに臨

財債を積んで、これは３年間ですよと。３年間の限定だけれども、本来、国

からいただけるものをくれないから、あるいは、足りないから地方が起債を

して、それを肩がわりに借金をしといてくださいと、たしか３年間のものだ

ったと記憶しておりますけれども、それが延びて、延びて、延ばして、延ば

して、法律が変わって、変わって、ここまで来てしまったということだと思

うんですね。 

  これは国でなければ私たちの地方の交付税に財源確保、税源確保というも

のはできないわけですけれども、私たちとして何としようもないことですが、

やはり県としても知事から常にこれは明らかに不健全というか、健全な状況

ではないと思います。ぜひ国に対して常にこの辺は改革をしてもらうと、真

に交付税としていただくものをしっかりとしていただいて、地方に配分をし

てもらいたいということは、常に行政サイドとしても国に対して訴えていた

だきたいなと思いますけど、いかがでしょうか。 

 

尾﨑財政課長  臨時財政対策債についてでございます。委員御指摘のとおり臨時財政対策

債につきましては問題意識を持って注視をしておるところでございます。臨

時財政対策債は１００％本年度から実質交付税で保全化されるものではご

ざいます。また、その発行額については地方公共団体でコントロールができ

ない部分でございまして、いかんともしがたいという部分はございますが、

しかし国・地方通じての財源不足をあらわしているものでございまして、こ

の部分については非常に問題意識を持っております。また、県といたしまし

ても県債等残高の臨財債まで含めたところでは、そこがどうしても臨財債の

部分が累増していく部分がありますので問題意識は持っております。 

  具体的にはやはり国の方で今取り組んでおりますのは、財政力が弱いとこ

ろに配慮した形でまずその配分の方法を移行しているところでございます。

先ほど予算の中でも少し触れさせていただきましたが、２３年度、２４年度

と方式が改善されておりますが、まだその移行の途中でございまして、２５

年度に完全に移行するということですので、それが着実に実施されるように

したいと考えております。また、大前提といたしまして臨財債の発行額の総

額を抑制をしていただきたいと、しっかり声を上げていかなければならない

ところだと思っております。 

   

森屋委員  ぜひお願いをしたいと思います。それで、先ほど予算のところで課長のお

話がありましたように、要するに山梨県は財政力が弱いということで、臨財
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債ではなくて交付税として現物にしてもらえる部分のパーセンテージはふ

やしてくれるんだと。従来はたしか人口割りで来たわけですよね、この臨財

債というのは。それをこの財政力の方の基準に合わせて配るような方向転換

を、今、図っているということですね。それから、もう一つは先ほどおっし

ゃったように、これは法律的に言うと上限は決められないということではな

くて、正式には上限はあるけれども、そこの上限いっぱいまで発行するかど

うかは地方の意思に任せられているという１つの裏といったらおかしいけ

ど、そうでしょう、決められないということじゃないでしょう。 

 

尾﨑財政課長  臨時財政対策債を発行できる裁量があるかということなんですが、個々の

地方公共団体におきましては基本的には臨時財政対策債が割り当てられる

ときに、まず臨時財政対策債に配分されまして、その残額に交付税が配分さ

れるものですから、その基金等の取り崩しでその交付税等臨時財政対策債の

部分を補てんしない限りは、臨時財政債なくして予算を組めるということに

はなっておりません。したがって、臨時財政対策債は発行せざるを得ないと

いうものでございまして、各地方公共団体とも同じ状況でございます。 

 

森屋委員  そうですね、だから、せざるを得ないですから全国どこを見たってこの上

限いっぱいまで、上限を低めて抑えているなんていうところは１つもないわ

けでしょう。だから、そういうものであるということだと思いますから、私

たちとしては何としようもないところなんだけど、でも、このことはすごく

大きな問題だから、県議会議員もやっぱり常に私たちの財政というか、組み

立てはすごい危ういところの中に立っているということを忘れずに、出る部

分をこうやって見ていかないといけないなという気がします。 

  今回、こうやって皆さん方から予算編成の基本的考え方という資料を最初

にいただきましてね、こうやってめくっていって５ページ見たら「おっ」と

見て、黒い部分がちっちゃくて上の白い部分の臨財債の部分がこんなに来て

いるから、「えっ」ってびっくりして見たら基本的な単位が３,０００億円か

ら始まるところだから「ああ、よかった、よかった」と思ったけどね、でも、

今のまんまこの制度を続けていってしまったら、正直言ってゼロから単位が

始まっていたとしても、こういうグラフの様相になるのも遠くないという、

少し何かある意味怖い部分が非常にあります。ぜひ議会としてもこのことは

議長を通して国へ対して積極的に不健全な状況、地方の財政が不健全にある

ということをやっぱり訴えていかないといけないなと、きょうは議長来てい

ただいているので、そういうことも伝えていただきたいと思うけれども、行

政としても知事を中心に知事会を通して、そういうことを訴えていただきた

いなと思います。 

 

        （山梨県消防協会について） 

森屋委員  もう一つ、山梨県消防協会のことについてちょっとお話をさせていただき

たいと思います。これは先ほども大変な議論があって、全く皆さん方のおっ

しゃるとおりだと思います。意外という言い方失礼かもしれませんけれども、

私たち県議会議員はそれぞれ地域の中に入っていって日々いろんな方々と

会うわけですが、先ほど渡辺委員がおっしゃったように、県民の視線が非常

にこの問題について厳しいです。すごく感じます、このことについてね。だ

から、そういう県民の多くの声がある中で、しっかりこのことの処理という

のはしていかなければならない岐路にあるということはお互いに確認し合

って、そして、先ほどの総務部長のお話もありましたように、この問題は司
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法の手にゆだねるところに来ましたが、司法の手にゆだねるといっても、県

としてできる調査、警察に対して協力すること、あるいは、今までのかかわ

ってきた皆さん方に対する責任というものも明確にして、徹底的にこの際や

っぱりやっていかなければいけないと思います。県政にとって今最も重要な

課題であることは間違いないなと思いますので、ぜひしっかりお願いしたい

と思います。 

  私は観点を変えてちょっと質問をさせていただきたいと思います。財団法

人山梨県消防協会という組織で会長を知事が務めているということですけ

れども、この山梨県消防協会自体がある根拠法令は何ですか、お聞きいたし

ます。 

 

宮原消防防災課長  県の消防協会につきましては独立した財団法人でございまして、寄附行為

で定まっております。それで、山梨県の場合につきましてはその寄附行為の

中で会長を知事とするということで定まっておりまして、設立当初から代々

歴代の知事が会長を務めているということでございます。 

 

森屋委員  これは消防協会の会員である消防団の皆さん方、あるいは、市町村がそれ

にかかわっているわけですけれども、この消防組織法というものを初めて読

みました。消防組織法という法律があること自体も知りませんでしたので、

これを読まさせていただくと消防団というのはそもそも市町村の責務とい

うか、第一義的な責任は市町村にある。もちろん県は広域的な役割としてそ

こに参画をして、消防学校であるとか、航空隊であるとか、そういうことを

運営するという役割をこの消防組織法の中でうたっているわけですね。しか

しながら、第一義的な責務というものは市町村にあるという考え方でよろし

いんでしょうか。 

 

宮原消防防災課長  委員御指摘のとおり、消防組織法第６条で市町村の消防に関する責任とい

うことで条文ではっきりとうたっております。また９条は、市町村が消防事

務を処理するために設けなければならないというものが、常備消防でありま

す消防本部、消防署、それと並んで非常備消防、消防団を設置するという規

定がございます。それに基づいて市町村が業務を行っているところでござい

ます。 

 

森屋委員  そうするとですね、財団法人を管轄するのは私学文書課ですかね、財団を

認可するのは知事でしょう。知事が財団認可して、それを所管していくわけ

ですけど、その人自体がその財団法人の会長というか、理事長、今回の場合

には会長をしているということに対しては問題はありませんか。 

 

大堀私学文書課長  県の消防協会は旧民法に基づき設立されて、現行でいくと特例民法法人と

いう位置づけにすぎないわけでございますけれども、委員御指摘のとおり、

これは知事の認可により設立されたものでございます。旧民法におきまして

は代表者の職等につきましては特段の規定は設けられておりません。また、

国の指導監督等におきましても、代表者という面につきましては特段の制限

はないということでございます。 

   

森屋委員  消防防災課長の話で、今回の問題が表面に出てきた一番のスタートは、こ

の財団法人山梨県消防協会自体の公益法人化の作業の中で、このことが出て

きたという御説明を従来受けてきたと思います。それから、本日の総務部長
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の答弁をお聞きしていても、その答弁の裏に組織のあり方、あるいは、県か

ら何がしかの人たちを派遣することに対しての見直し的なことを発言され

たように私は受けとめましたけれども、調べてみましたら全都道府県に財団

法人の何々消防協会というのがあるわけですね。その中で知事が直接その長

をされている県は現在６県のみでした。あとの県はどういう方がやっている

かというと、それぞれの地域の消防団の団長さん、大体は県庁所在地みたい

な一番人口の大きいところの消防団長さんがそのまま互選をされていって、

その県の財団法人何々県の消防協会の会長になって、中には調べていったら

県議会議員の方が会長さんという組織もありました。 

  そこで、現在６つの県で知事が消防協会の会長さんであるということです

けれども、その中で２県、ちょっと県名を忘れてしまいましたが、今の公益

法人改革をやはりやられている中で、知事が会長ではなくて、知事はその会

長職からおりるという県が２つあったような記憶しておりますけれども、い

かがでしょうか。 

 

宮原消防防災課長  委員の御指摘のとおり、現在、知事が会長をやっているのは群馬、愛知、

京都、岡山、高知、山梨の６府県ということでございますが、今回の公益法

人の見直しの中で岡山県と高知県につきましては、２５年４月から知事にか

わって会長を消防団員とするということを聞いております。 

   

森屋委員  ありがとうございました。当然、山梨県も公益法人改革の中で財団法人の

山梨県消防協会の組織の中身を見直しをされていくと思いますけれども、こ

のリミット、あるいは、直接これから今の問題として起きてきたこととは別

に、財団法人山梨県消防協会の見直し、公益法人としてのあり方は、スケジ

ュールはどのようになっていますか。 

 

宮原消防防災課長  今回の公益法人の見直しにつきまして、２０年からの話でタイムリミット

は２５年１１月ということでございます。本県も公益法人改革で新しい法律

のもとに法人改革ということで、今後のあり方を考えていたところでござい

ますが、今回こういう問題が発覚したということでございます。これにつき

ましては、現在、内部的にも検討しております。また第三者委員会でも今後

の県の消防協会のあり方を議論していただく中で、今後の方針を決めていき

たいと思っております。 

   

森屋委員  きょうは皆さん方からこの問題に対する答弁を聞いていて、かなり慎重に

答弁されてきたなと感じました。それは先ほどの２,０００万円の日本消防

協会からの借入金について、仮にそれが返せない状態になったら県はどうす

るんだという話がありましたけれども、あくまでも協力というところで言葉

を選んでいらっしゃいましたね。そのように私も財団法人山梨県消防協会の

会長を知事がおやりになっているというのは、構成員の１人としてそこに参

画して互選されて知事が会長になっている。ただ、寄附行為の中には会長は

知事が務めるって寄附行為にうたってありますけれども、そもそも論で行け

ば基本的には市町村に責務のある消防団の集合体の中に、広域的な行政を扱

っている県として、一メンバーとしてそこに参画し、そして、その中で知事

が選ばれてきたというふうに私は思います。 

  その中ですから、基本的には私も知事が協会の会長をやるべきではないと

いう個人的な意見は持っていますけれども、ただし、それはその会自体が互

選してだれを会長にしていくかということに対して、いろいろ意味で政治的
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なものやいろんなものが介入すべきではない、あくまでもその人たちが決め

るべきだと思いますけれども、しかし１つの大きな流れとしてこういう議論

をするには、やはり財団法人の公益化に向けてのこのタイミングを逃してし

まったら、このことを変えていくチャンスは訪れないだろうと思います。ぜ

ひこの公益法人化への議論の中で、知事が一メンバーとしてかかわっている

財団法人の会長を務める、なおかつ所管をして見ていかなければならない県

の長として、そこに参画していくことがどうなのかということを改めてここ

で議論をしていただきたい。私個人としては知事がやるべきではないと思い

ますけれども、いかがでしょうか。 

 

宮原消防防災課長  今までの議論の中でやはり法的には消防というものは市町村の業務であ

り、消防団というものも市町村の固有業務でございます。そして、全国的に

見ましても先ほどから申しておりますとおり、現在、６府県の会長が知事で、

２５年には４県となるということの状況、また、各県の消防協会の設立は戦

後２３年ごろになっておりますけれども、その時点で知事が会長になってい

た県は１２県ございまして、現在６県、そして、２５年度４県という状況に

ございます。というようなことを含めまして、法的な位置づけとか、全国的

な状況も見まして、見直していく必要があるかと思いますが、今回の問題が

起こったことで消防協会の信頼が失墜しており、現在の会長は知事でござい

ますので、知事といたしましても当面はこの事件の処理、あるいは、再発防

止に万全を期していくということでございます。 

   

森屋委員  未来の話をいたしましたけれども、それとは別にここまでの会長を知事が

やってきたことは確かでありますから、ぜひ課長おっしゃっていただいたよ

うに、そのことに対して万全な処理を先頭切って務めていただきたい、それ

は確かだと思います。ぜひそのことをお願いをしたいと思います。 

  ほかにもですね、私学文書課長さん、ほかの県内の財団法人で知事が会長

を務めているというか、理事長を務めている団体というのは幾つぐらいあり

ますか。 

 

大堀私学文書課長  現在６法人が該当しております。１つは財団法人山梨県環境整備事業団、

それから、財団法人山梨県富士川地域地場産業振興センター、それから、財

団法人山梨県郡内地域地場産業振興センター、それから、財団法人山梨県体

育協会、社団法人やまなし観光推進機構、県消防協会という形で６つでござ

います。 

 

森屋委員  その６団体のうち公益法人改革がもう既に終わったという団体はありま

すか。 

 

大堀私学文書課長  審議会の答申を受けて認可処分待ちになっているところが財団法人山梨

県体育協会であります。 

   

森屋委員  先ほどから話は同じなんですけれども、私はやっぱり認識として今のこう

いう時代ですから、県と市町村と上下関係ではないわけですから、同じ構成

メンバーとしてそこにかかわっていて、やっぱりその中で知事が選ばれてい

くということは、それはそれぞれの団体の皆さん方が決めていくということ

だと思いますけれども、しかしながら、こうした法人の公益化に向けての改

革議論の中で知事がすることはどうなのかという、県庁組織としてのある意
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味考え方というものを、それぞれの場面で議論をしていただいて、方向性を

しっかり持っていただいて、これから改革議論を残りの５団体ですかね、５

団体についてもそうした議論を庁内でもぜひ進めていただきたいと思いま

すけど、いかがでしょうか。 

 

田中総務部長  県の幹部の公益法人に対するかかわりについてのお尋ねと理解いたしま

したけれども、委員の御指摘も踏まえまして、今後、県の幹部がこういう公

益法人の特定の職に就任するさまざまなケースがあると思いますが、真に必

要なものに限定されるようにしっかり注視していきたいと思っております。 

 

森屋委員  よろしくお願いします。 

 

 

その他     ・本委員会が審査した事件に関する委員会報告書の作成及び委員長報告並び

に調査報告書の作成及び調査報告については委員長に委任された。 

        ・閉会中もなお継続して調査を要する事件については配付資料のとおり決定

された。 

        ・平成２４年１月１６日に実施した県内調査については、議長あてにその報

告書を提出したことが報告された。 

 

                                      以  上 

 

                         総務委員長 河西 敏郎 

 

 


